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改正の理由

本市の職員の妊娠、出産、育児等と仕事の両立を支援するため、国家公務員におけ

る措置等を勘案し、会計年度任用職員の育児休業等の取得要件を緩和したいのと、職

員の勤務環境の整備に関する措置等について規定する必要がある。

長市職の児休業等に関する条例の改正の概要

改正の内容

)会計年度任用職員に係る育児休業及び部分休業の取得要件の緩和

児休業】

1)同一の任命権者に引き続き1年以

上雇用されていること

2)子力"歳6か月に達する日までに、

任期(更新の場合は、更新後の任期)

が満了すること及び同一任命権者に

採用されないことが明らかでないこ

と

3)所定の勤務日以上であること

・週の勤務日が3日以上又は年の勤務

日が 121日以上

部分休業】

1)同一の任命権者に引き続き1年以

上雇用されていること

2)所定の勤務日又は勤務時間以上で

あること

週の勤務日が3日以上又は年の勤務

日が 121日以上

1日の勤務時間が6時間巧分以上

改正前 改正後(令和4年4月 IBから)

(1)の要件を廃止し、(2)及び③の

みに

【参考】

区分

会計年度任用職員の育児休業・部分休業制度

育児休業

制度

概要

1歳に達するまでの子を養育する

ために、休業できる制度

(※長2歳まで延長できる場合がある)

(1)の要件を廃止し、(2)のみに

3歳に達するまでの子を養育する

ため、1日2時間以内まで勤務しな

いことができる制度

部分休業



区分

給与

②育児休業を取得しやすい勤務環境の整備に関する措等

職員が育児休業を取得しやすい勤務環境を整備するため、各任命権者に対して、

次の措置等を義務付ける。

①本人又は配偶者の妊娠、出産等についての申出があった場合の措置等

ア育児休業制度の周知及び育児休業の取得意向の確認のための面談等を行う

こと

イ職員が、本人又は配偶者の妊娠、出産等の申出をしたことを理由として、不

利益な取扱いを受けることがないようにすること

②育児休業の承認の請求が円滑に行われるようにするための措置等

ア職員に対する育児休業に係る研修の実施

イ育児休業に関する相談体制の整備

ウその他育児休業に係る勤務環境の整備に関すること

・休業期間は無給

・期末手当の算定に係る期間を除算

育児休業 部分休業

・勤務しなかった時間は給料を減額

・期末手当の算定に係る期間の除算

なし

※長崎市における取り組み

同様の趣旨の法改正が民間においてなされたところであり、それにあわせ

て本市においては、すでに令和3年度中から、職員向け『育児・介護ハンド

ブック』を作成し、育児休業等の制度周知を行うとともに、所属と本人の面

談等に活用するための『育児・介護プログラム』を作成し、円滑な取得が進

むように取り組んでいる。

3 施行日

令和4年4月1日



長崎市職員の育児休業等に関する条例新旧対照表

現 1テ 改正案

(育児休業をすることができない職員) (育児休業をすることができない職員)

第2条育児休業法第2条第1項の条例で定める第2条育児休業法第2条第1項の条例で定める

職員は、次に掲げる職員とする。 職員は、次に掲げる職員とする。

Ⅱ)~(3)(略〕 U)~(3)〔略〕

④次のいずれかに該当する非常勤職員以外の④次のいずれかに該当する非常勤職員以外の

非常勤職員 非常勤職員

ア次のいずれにも該当する非常勤職員 ア次のいずれにも該当する非常勤職員

(ア)_任命権_者を同じくする職(以下特削る

定職という。)に引き続き在職した司

が1年以上である非常勤職員

」1」_その養育する子(育児休業法第2条第

1項に規定する子をいう。以下同じ。)が

1歳6箇月に達する日(以下 1歳6箇月

到達日」という。)までに、その任期 q壬

期が更新される場合にあつては、更新後の

もの)が満了すること及び特定職に引き続

窒採用されないことが明らかでない非常

勤職員

〔新設

(ウ)勤務日の日数を考慮して市長が定め

る非常勤職員

(部分休業を請求することができない職員)

第21条育児休業法第19条第1項の条例で定

める職員は、次に掲げる職員とする。

川略

2)'のいれにも該当する非常勤職員以外の

非常勤職員仕也方公務員法第28条の5第1項

に規定する短時問勤務の職を占める職員(以下

再任用短時間勤務職員等という。)を除く。)

削る

(ア)その養育する子(育児休業法第2条第

1項に規定する子をいう。以下同じ。)が

1歳6箇月に達する日(以下「1歳6箇月

到達日」という。)までに、その任期(任

期が更新される場合にあつては、更新後の

もの)が満了すること及び引き続いて任命

を百じくする職沙下「、 とい

う。)に採用されないことが明らかでない

非常勤職員

(イ)勤務日の日数を考慮して市長が定め

る非常勤職員

(部分休業を請求することができない職員)

第21条育児休業法第19条第1項の条例で定

める職員は、次に掲げる職員とする。

(1)〔略

2)務日の日び務日ごとの勤務時占を

考慮して長がめる非常勤職員以外の非常

勤職員(地方公務員法第28条の5第1項に規

定する短時問勤務の職を占める職員(以下再

任用恕時間勤務職員等という)を除く)

削る

(妊娠又は出等についての

における措置等)

職に引き続き在職した司がIPア

上である非常勤職員

1 勤務日の日び務日ごとの勤務時剖

を考慮して市長が定める非常勤職員

第25条任命権者は、職員が当該任命権者に対

があった 合



現行

新設

改正案

し、当該職又はその者が妊娠し、又は出

したことそのこれにずる事をしたと

きは、当該職に、して、 1。休にる制度

そのの項を知らせるとともに、 1。の承

認の・、に、る当該の"を認るため

の'そのの日置を三じなければならない。

は、職が剛のによる出をし2任

たことを理由として、当二が利益ない

を受けることがないようにしなければならない。

(勤務環境の整備に関する措置)

第26条命は、1。の承認の請が

に'われるようにするため、'にげるを

じなければならない。そ

に、する 1,にるノのω

②育児休業に関する相談体制の整備

に、る務の整に(3)その 1

する措置

(委任)

第27条略

(委任)

第25条 略


